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１ 入院時情報連携加算 

○算定要件（「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十

号）」より） 

 注 利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して、当該利用

者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、別に厚生労働大臣が

定める基準に掲げる区分に従い、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を想定している場合においては、次に掲げるその他の加算は想定

しない。 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ） ２００単位 

ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ） １００単位 

  

 ※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

  居宅介護支援に係る入院時情報連携加算の基準 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ） 利用者が病院又は診療所に入院してから３日以内に、当該病院又

は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ） 利用者が病院又は診療所に入院してから４日以上７日以内に、当

該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

 

○解釈通知（「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月１日老企第３６号厚生省老人保健福祉局企

画課長通知）」より第３の１２） 

 入院時情報連携加算について 

（１）総論 

「必要な情報」とは具体的には、当該利用者の入院日、心身の状況（例えば疾患・病歴、認知症

の有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法や

家族介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。当該加算については、利用者一人につ

き、１月に１回を限度として算定することとする。 

   また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、ＦＡ

Ｘ等）等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法としては、居宅サー

ビス計画等の活用が考えられる。 

（２）入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が入院してから３日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合に所定単

位数を算定する。 

（３）入院時情報連携加算（Ⅱ） 

利用者が入院してから４日以上７日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合

に所定単位数を算定する。 
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２ 退院・退所加算 

○算定要件（「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省 告示第二

十号）」より） 

注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設に 

入所していた者が退院又は退所（指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成１８年厚生労働省告示第１２６号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域

密着型介護老 人福祉施設入所者生活介護のヨ又は指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関

する基準（平成１２年厚生省告示第２１号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福

祉施設サービスのワの 在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅において居

宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退所に当たっ

て、当該病院、診療所、地域 密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該

利用者に関する必要な情報の提 供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地

域密着型サービスの利用に関する 調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及

び地域密着型サービスの利用開始月に 調整を行う場合に限る。）には、別に厚生労働大臣が定める

基準に掲げる区分に従い、入院又は入所期間中につき １回を限度として所定単位数を加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定する 場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。また、初回加算を算定する場合は、当該加算は算定しない。  

イ 退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位 

ロ 退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位  

ハ 退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位  

ニ 退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位  

ホ 退院・退所加算（Ⅲ）  ９００単位  

 

※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。  

居宅介護支援費に係る退院・退所加算の基準  

イ 退院・退所加算（Ⅰ）イ 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の

職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により１回受けているこ

と。 

ロ 退院・退所加算（Ⅰ）ロ 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の

職員 から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンスにより１回受けていること。 

ハ 退院・退所加算（Ⅱ）イ 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の

職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により２回以上受けてい

ること。 

ニ 退院・退所加算（Ⅱ）ロ 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の

職員から利用者に係る必要な情報の提供を２回受けており、うち１回以上はカンファレンスに

よること。 

ホ 退院・退所加算（Ⅲ） 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職

員から利用者に係る必要な情報の提供を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンス

によること。  
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○解釈通知（「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 （訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月１日老企第３６号厚生省老人保健福祉局企画課

長通知）」より第３の１３）  

退院・退所加算について  

（１）総論  

病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設（以下「病院

等」という。）への入所をしていた者が退院又は退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

又 は介護福祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅におい

て居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退所に当た

って、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を

作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の

居宅サービス又は地域密着型サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算

定する場合は、算定しない。なお、利用者に関する必要な情報については、別途定めることとする。

（注）  

（注）前述の「利用者に関する必要な情報について」は、「居宅介護支援費の退院・退所に係る様式 

例の提示について」（平成２１年３月１３日老振発第０３１３００１号厚生労働省老健局振興課長

通知）に新たに示された「退院・退所加算に係る様式例」が「当該様式は当該加算の算定を担保す

る ための標準様式例として提示」されていることから、この様式例に示されている項目と同程度

の情報が、必要な情報であるとして定められていると考えられます。（情報を記録する書式につい

ては「入院時情報連携加算に係る様式例」と同様に、当該様式以外の様式等の使用を拘束するもの

ではないので、必ずしもこの様式例を使用しなくてはならない訳ではありません） 

（２）算定区分について 

  退院・退所加算については、以下の①から③の算定区分により、入院又は入所期間中１回（医師等 

からの要請により退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サー

ビス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合を含む）

のみ算定することができる。  

①退院・退所加算（Ⅰ）イ・ロ  

○退院・退所加算（Ⅰ）イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を１回行っている場

合に算定可能であり、うち（Ⅰ）ロについてはその方法がカンファレンスである場合に限る。  

②退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ  

○退院・退所加算（Ⅱ）イについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合 

に算定が可能。 

○退院・退所加算（Ⅱ）ロについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合 

であって、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

③ 退院・退所加算（Ⅲ） 

○退院・退所加算（Ⅲ）については、病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場合で

あって、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。  
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（３）その他の留意事項  

①（２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。 

イ 病院又は診療所 

診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第１医科診療報酬点数表の退

院時共同指導料２の注３の要件を満たすもの。  

ロ 地域密着型介護老人福祉施設  

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年３月１４日 

厚生労働省令第３４号。以下このロにおいて「基準」という。）第１３４条第６項及び第７項

に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施された

場合の会議。ただし、基準第１３１条第１項に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に置くべき

従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。 

ハ 介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月 ３１日 厚生省令

第３９号。以下このハにおいて「基準」という。）第７条第６項及び第７項に基づき、入所者

への援助及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。

ただし、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参

加するものに限る。  

ニ 介護老人保健施設 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年３月３１日 厚

生省令第４０号。以下このニにおいて「基準」という。）第８条第６項に基づき、入所者への

指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただ

し、基準第 ２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加

するものに限る。 

ホ 介護医療院 

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年１月１８日 厚生労働

省令第５号。以下このホにおいて「基準」という。）第１２条第６項に基づき、入所者への指

導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただ

し、基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するもの

に限る。 

へ 介護療養型医療施設（令和５年度末までに限る。） 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一項 

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運 

営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号。以下このヘにおいて「基準」という。）第９

条第５項に基づき、患者に対する指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあ

たり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護療養型医療施設に置くべき従業

者及び患者又はその家族が参加するものに限る。 

②同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、１回として

算定する。  
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③原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後７日以内に

情報を得た場合には算定することとする。  

④カンファレンスに参加した場合は、（１）において別途定める様式ではなく、カンファレンスの日 

時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供

した文書の写しを添付すること。 

 


